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要旨 
近年、中国の高速鉄道は飛躍的に発展しており、高速鉄道の技術そのものを積極的に海外
へ輸出している。とりわけ、「一帯一路」戦略の下で東南アジア、アフリカ等の国々で高速
鉄道の建設に参入し、いわゆる「高速鉄道外交」を展開している。また、日本との競争も
注目されている。本稿は、いくつかの国での高速鉄道の建設事例を分析し、中国の「高速
鉄道外交」の動因、効果や問題点を検証する。さらに日本の新幹線技術の海外輸出と比較
しながら、経済、貿易、地政学、外交等の側面から総合的に中国の「高速鉄道外交」を考
察してゆく。 
 
はじめに 
中国の高速鉄道の発展は、歴史的にはまだ短いが、すでに大きな成果を成し遂げている。
2008年中国で初の高速鉄道が開通された。それからわずか十年間、2019年現在、中国の高
速鉄道の長さはなんと 2 万 5 千キロに達し、世界の高速鉄道の半分以上を占めている。無
論、中国の高速鉄道技術は先進国のフランス、ドイツや日本に習った上での発展だが、そ
の勢いは今や先進国を追い越そうとしている。2016 年に中国国家発展改革委員会が発表し
た「中長期鉄路網計画」の中で掲げた目標は、2020 年鉄路網 15万キロ、そのうち、高速鉄
道 3万キロで、80％以上の大都市を繋げ、2025年までに鉄路網 17.5万キロ、そのうち、高
速鉄道 3.8万キロを建設することである（中国国家発展改革委員会、2016）。2019年 7月に
世界銀行は、「中国の高速鉄道の発展」というレポートを発表し、中国のこれまでの高速鉄
道建設を高く評価した（Lawrence et al., 2019）。高速鉄道の効果は鉄道や交通の分野を越え、
都市開発、観光促進、地域経済成長等にも影響を及ぼしていると言われている。（World Bank, 
2019）。 
 
中国の鉄道や高速鉄道の建設を手がけている企業は中国中鉄（China Railway Group 
Limited）と中国鉄建（China Railway Construction Corporation Limited）であり、両者とも国
務院国有資産監督管理委員会の管轄下にある大手国有企業である。中国中鉄は中華人民共
和国成立直後の 1950 年に創立され中国鉄路工程総公司の子会社として 2007 年に設立され
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た。一方、中国鉄建も 1948 年に創立された中国鉄道建築総公司の子会社として同じく 2007
年に設立された。両方とも高速鉄道の建設を推進するために作られた新しい国有企業であ
り、それぞれ 2007年、2008年に上海及び香港証券取引所に上場し、速いスピードで成長し
ている。2019 年 7 月 22 日にアメリカの「フォーチュン」誌が発表した 2019 年世界トップ
500企業の中、中国鉄路工程総公司と中国鉄道建築総公司はそれぞれ世界 55位と 59位にラ
ンクインした。中国の国内企業においては、それぞれ 13位と 15位にランクインした。2015
年には、中国の国際競争力を強化するため、中国北車集団と中国南車集団が合併し、中国
中車（CRRC）が形成され、CRRC は高速鉄道において世界最大の企業、しかも、2 位以下
の 4－5 社を合わせたよりもさらに大きな巨大企業となった（チャン、2017）。 
 
中国国内での高速鉄道建設において、他国と比べると、いくつかの利点が見えてくる。
まず、第一に、中国では、土地の個人所有は認められていないことから、公共事業におけ
る土地の強制収用は容易であり、プロジェクトが一度動き出してしまえば、建設のピッチ
が速いことも特徴となっている（SearChina, 2019）。第二に、中国の高速鉄道の建設コスト
は、平均して一キロ 1700 万ドルから 2100 万ドルの間で、他国のコストのおよそ三分の二
に当たる（World Bank, 2019）。李克強総理は、中国の高速鉄道の長所を様々な機会でアピー
ルし、高速鉄道の「三論」、すなわち先進的な技術と信頼できる安全性という「技術論」、
低い価格と高いコストパフォーマンスという「価格論」、豊富な運営経験という「運営論」
で世界の人々に中国の高速鉄道を売り込んでいる（人民網、2014b）。 
 
しかし、中国の高速鉄道の問題点も明らかである。Chen and Haynes（2015）によると、
中国の高速鉄道は六つの挑戦（Challenges）に直面している。それは地域発展の格差、社会
の格差、安全性、財政問題、制度問題及び国内外の市場である。中でも、最も深刻化して
いる赤字問題が挙げられる。「中国経済週刊」によると、東部あるいは沿岸部地域の高速鉄
道は人口密度が高いため、利益を得ているが、中西部の地域は、まだまだ負債を抱えてい
る（「中国経済週刊」、2016）。広い中国大陸では高速鉄道を引いても収益にムラが生じてし
まう。 
 
2005 年の鉄道省の総負債は 4748 億元であった。2013 年に鉄道省は廃止され、現在は中
国鉄路総公司（China Railway Corporation、以下 CRC） となっている。2016年 CRC の総負
債は 2005 年の 10 倍の 4.72 万億元にまで上った。CRC の 2018 年度の財務報告によると、
CRC の 2018 年度総収入は 10955 億元、総コストは 10352 億元、税金を除いた利益は 20 億
元である。しかし、総負債も 2016年の 47143億元から 52133億元に増加した（中国鉄路総
公司、2019）。2019 年 6 月に、CRC は再編され、中国国家鉄路集団有限公司に変更された
が、依然として多額の負債を抱えている。これらによって、北京交通大学の趙堅教授が中
国高速鉄道は世界一の長さよりも、世界一の赤字に注目すべきだと主張している（趙、2019）。 
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こうした背景の下、中国は高速鉄道の海外進出を展開しはじめた。2013 年、中国は「一
帯一路」という巨大な国際戦略を打ち出し、中国西部・北部から中央アジアやモンゴルを
経由してヨーロッパへつながる「シルクロード経済ベルト」（一帯）と中国沿岸部から東南
アジア、南アジア、アラビア半島の沿岸部、アフリカ東岸を結ぶ「21 世紀海上シルクロー
ド」（一路）との二つの巨大経済貿易圏の建設を提唱した。「一帯一路」において、インフ
ラ整備はもちろん開発や経済協力の重要な分野である。これは高速鉄道の海外展開にとっ
ては最大の機会とも言えるであろう。「一帯一路」とほぼ同じ時期に、中国はアジアインフ
ラ投資銀行（Asian Infrastructure Investment Bank、以下 AIIB）の設立を提唱し、2015年末に
57 カ国の創設メンバーを持って発足し、2020年 2月現在すでに 100カ国や地域が加盟して
いる。「一帯一路」も AIIB も、提唱されて以来賛同と批判の両方を国際社会から受けてい
るが、中国のインフラ技術の輸出、特に高速鉄道の海外進出に関しては大きなチャンスを
与えているのも事実である。 
 
１ 中国の高速鉄道の海外展開 
1.1 中国の高速鉄道の海外展開のはじまり 
2009 年頃から中国は精力的に高速鉄道の海外展開を始めた。つまり、中国国内高速鉄道
の発展とほぼ同時に、海外展開にも取組んだということだ。なぜ国際市場に目を向けたか、
多くの動機が考えられるが、とくに外国との関係、国内経済の位置づけ及び貿易環境等が
挙げられる（Chen and Haynes, 2015）。この頃、中国は明確な高速鉄道の海外進出戦略を打
ち出した。その戦略では、地域的に三つの方向を向いており、まず、第一に、ロシアから
ヨーロッパへのユーラシア高速鉄道；第二に、ウルムチから中央アジアを経て、ドイツへ
到達する中央アジア高速鉄道；第三に、雲南省の昆明から東南アジアにつながり、シンガ
ポールに到達する汎アジア高速鉄道。すなわち、この戦略にある高速鉄道の進出方向は、
後に提唱された一帯一路の方向とほとんど同一であることがわかる。 
 
中国政府は、「高速鉄道の海外進出」を精力的に展開していると同時に、民間団体なども
熱心にこの国家戦略に参与している。2013 年 12 月 14 日に、中国西南交通大学と「光明日
報」の共催によって四川省成都市で中国高速鉄道海外進出戦略サミット（Summit on 
Globalization Strategy of China’s High Speed Railway）が行われた。以来、このサミットは年に
一度の頻度で開催され、国内外の有識者が集まり、中国の高速鉄道の海外展開について議
論してきた。国家鉄路局や中国鉄道工程総公司、CRRC、中国鉄道科学研究院等の政府関係
の部門や国有企業も共催者として参加している。2013 年に行われた第一回サミットでは、
「中国高速鉄道の海外進出に関する成都宣言」も発表され、参加者は中国の高速鉄道の海
外展開の使命を共に確認することができた。 
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では、中国はこれまでどういった国々での高速鉄道の建設に関わってきたか。過去十年
間の間、中国は世界的規模で高速鉄道の海外進出を展開してきた。その中には、成功例と
失敗例の両方がある。成功例としては、2014 年 7 月に、中国企業が海外で初めて請け負っ
たトルコ高速鉄道のアンカラ―イスタンブール間が正式に開通した。2014年 10月には、ロ
シアが計画する総額 100 億ドル（約 1 兆 700 億円）規模の高速鉄道事業への中国企業の参
加が決まった。東南アジアでは中国はすでにラオスとインドネシアの高速鉄道のプロジェ
クトを落札し、建設工事を行っている。アフリカでは、すでに開通された高速鉄道もあれ
ば、進行中のプロジェクトもある。ラテンアメリカにおいても、ブラジルとペルーとの間
の高速鉄道建設のプロジェクトも交渉されている。しかし、中国の高速鉄道の海外展開に
は、政治リスクにも伴う。例えば、タイ、マレーシアやメキシコなどの国で一度受注した
高速鉄道の計画は、その国の国内政治情勢の変化により、取り消されたケースもあった（張、
2018）。勢いよくスタートをきった高速鉄道の海外進出も、すべてが成功とは言い難いのが
現状である。 
 
ではなぜ中国はこれほど積極的に高速鉄道の海外進出を展開してきたか。ここからは、
主に経済的要因と地政学の要因の二つの側面から分析する。 
 
1.2 経済的要因 
中国の高速鉄道は地域経済の発展に大いに貢献している。特に、高速鉄道の普及により、
国内の地域経済統合はここ数年迅速に進んでいる。例えば、北京、上海や広州を中心とし
た高速鉄道の交通網により、経済統合は飛躍に発展している。中心都市と周辺都市の間で、
高速鉄道のつながりにより、モノ、ヒト、カネの移動はより速くなり、グローバル化がい
っそう加速している。国内だけでなく、中国と海外をつなぐ高速鉄道は、グローバル化や
国際貿易の推進にも貢献している。中国高速鉄道の発展は、ユーラシア大陸の経済統合を
促進する役割がある（高、2011）。 
 
経済的側面から見れば、中国の海外高速鉄道計画には少なくとも二つの目的がある。一
つは、中国国内、とくに西部の開発を促進するため、もう一つは外国の天然資源を確保す
るためである。新興産業戦略という政策に支えられる高速鉄道産業の躍進は、内需拡大の
起爆剤のような意味合いが強い。とりわけ、高速鉄道設備計画の進行に伴い、関連産業の
促進効果が極めて大きい。巨大な直接雇用が生まれ、高速鉄道の開通に伴う観光拡大、不
動産開発、附属交通網整備と新規商業・サービス施設管理などでも派生的な雇用が増加し
ている（白、2014）。高速鉄道網の整備は、工業化と都市化を促している。需要と供給の両
面から、中国の量的拡大と質的向上に寄与している（関、2010）。 
 
中国工程院の王夢恕氏は「中国は 20－30ヵ国と高速鉄道の協力を協議している。これら
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の国を跨ぐ高速鉄道の建設に対しては、中国が資金と技術を提供する。その過程において、
中国は関連国と交渉し、高速鉄道の建設と引き換えに現地の資源、例えば中央アジアの天
然ガスを得る」と語り、また「高速鉄道が海外進出すれば、関連産業の工場も海外展開を
図ることができる。一本の高速鉄道で、産業チェーン全体の輸出を促す」と述べた（人民
網、2014a）。中国から海外へ高速鉄道を進出させることは、とてつもない経済圏の拡大が期
待されると見込まれている。 
 
1.3 地政学の要因 
高速鉄道の海外展開において、ユーラシア大陸での高速鉄道建設は、「一帯一路」国家戦
略と密接に関連している。習近平指導部が推進している「一帯一路」戦略の成敗は、中国
高速鉄道のアジア横断の実現にかかっているというのも決して過言ではないであろう（金、
2015）。「一帯一路」は、習近平国家主席が 2013年に提唱したアジア、ヨーロッパ、アフリ
カを結ぶ大型経済圏構想であり、その実現には、広範囲で大規模なインフラの建設が欠か
せない。「一帯一路」は単なる経済構想でなく、アメリカ海軍大学（US Naval War College）
のジェームス・ホルメス（James Holmes）教授によると、「一帯一路」は間接的外交、安全
保障及び軍事的意味を持つ経済プロジェクトである（Minnick, 2015）。中国政府は当初「一
帯一路戦略」と称していたが、その戦略的意味が他国からの警戒心を招くことを懸念し、
しだいに戦略という言葉を使うことを避け、今では「一帯一路構想」に定着した。しかし、
「一帯一路」の戦略的意味は隠せない。こうした背景に実施されている「高速鉄道外交」
戦略も経済だけでなく、地政学的意味を持つのは当然であろう。 
 
高速鉄道の海外進出は、軍事面においても中国の国防力の向上につながる。たとえば、
2013 年の第一回中国高速鉄道海外進出戦略サミットでは、中華人民解放軍軍事科学院の肖
裕声少将が、「高速鉄道の海外進出は、国防軍事に遠方への快速輸送能力を提供することに
より、経済のエンジンだけでなく、軍事運輸の速いルートとして機能する」と発言した（西
南交通大学新聞網、2013）。一帯一路の一路「海上シルクロード」による中国の海外軍事拠
点の建設はよく指摘されているが、一帯の陸路の方は、いざとなる時の軍事輸送能力の向
上につながると見られる。 
 
ジオ開発主義（geo-developmentalism）という概念を提唱したチャン（2017）は、中国の
高速鉄道開発を分析した。これは中国が目指す新しい開発、すなわち、開発を通じて、貿
易やインフラの結びつきを強め、他国と互いに利益を促進するための道筋、いわば互恵的
開発の精神を捉えようとした造語である（チャン、2017）。ジオ開発主義は、地政学の角度
から国の海外戦略や国益を重視するアプローチである。高速鉄道の海外進出は、中国の国
内経済の発展を刺激し、他国との貿易を促進するだけでなく、該当する国や地域における
中国の政治的プレゼンスも上げて行く狙いがある。これはまさにジオ開発主義の働きだと
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言えるであろう。 
 
1.4 「高速鉄道外交」の形成 
「高速鉄道外交」とは何なのか。簡単に言えば、高速鉄道の海外建設あるいは高速鉄道
の技術の輸出により、国の経済、政治、軍事的利益を得る外交である。かつて中国は、冷
戦時代に、アメリカとの関係を改善するため、スポーツの卓球を活かした交流活動「卓球
外交」が有名であった。また近年よく聞く「パンダ外交」はパンダを他国へ貸し出すこと
により、中国のイメージをアップさせたり友好関係を促進したりするやり方である。「高速
鉄道外交」という言い方は、まだ定着していないが、すでに頻繁に中国や海外のマスメデ
ィアあるいは学者の論文で取り上げられている。「高速鉄道外交」は今後ますます盛んにな
る中国外交のあり方の一つであろう。「中国高速鉄道の海外進出サミット」に参加した専門
家によると、高速鉄道はすでに中国外交の新しい顔や名刺となっている。また、李克強総
理が頻繁に世界の国々へ中国の高速鉄道技術を売り込むこと自体が高速鉄道の海外進出が
国家の外交戦略として推進されている証拠でもある。すなわち、高速鉄道は、卓球やパン
ダと同じように中国外交のシンボルの一つとなってきた（西南交通大学新聞網、2013）。 
 
なかでも、中国の首脳による「高速鉄道外交」は最も注目されていて、2013 年 10月から
李克強首相は積極的に海外へ渡り、中国の高速鉄道技術を勧めている。すでにタイ、オー
ストラリア、イギリス、アメリカや中東欧、アフリカの国々へ高速鉄道の売り込みを実施
してきた。たとえば、2015 年 11月 25日に李克強首相は、第四回中国−中東欧国家サミット
に出席した 16ヶ国の首脳を誘い、一緒に蘇州から上海の間の高速鉄道に乗りながら、中国
の高速鉄道の技術をアピールした（「新京報」、2015）。蘇州と上海の間は 91 キロの距離が
あり、かつては一時間以上かかっていたが、高速鉄道になり、わずか 22分間で結ばれてい
る。 
 
中国の高速鉄道外交は、先進国との競争でもあり、東南アジアでは、すでに日本の新幹
線技術と激しく競い合っている。ヨーロッパにおいては、ドイツとフランスとの競争がも
ちろん存在している。中国の元駐スウェーデン大使の陳明明氏は「欧州の多くの鉄道は老
朽化しており、設備の更新が必要だ。フランスやドイツを除く国は、中国よりも立ち遅れ
ている。欧州への高速鉄道設備の輸出は、中国の重要な戦略だ。欧州において、ドイツや
フランスは中国の高速鉄道のライバルになる。しかしこの両国は資金調達能力の面で中国
に劣り、設備も中国製より割高だ」と分析した（「人民網」、2014a）。 
 
一方、中国の高速鉄道外交は、たとえ中国が事業を勝ち取っても、他国あるいは世界の
経済にとっても貢献できる。たとえば、チャンの主張は、中国の「高速鉄道外交」は単な
る中国の国益の実現や拡大ではなく、鉄道関連の製品・技術を各国に販売することにより、
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中国の高速鉄道外交は、ヒト、モノ、サービスの流れの高速化を促進し、ひいては世界経
済の成長加速や、新たに創出される富の分配・再分配に貢献することにより、世界の政治
経済に大きな影響を及ぼす可能性がある（チャン、2017）。中国の国益にとどまらず世界経
済の全体的な底上げに加担できるのが、中国の「高速鉄道外交」と言っても決して大げさ
ではない。 
 
1.5 中国外交における「高速鉄道外交」の位置づけ 
「高速鉄道外交」の中では、ソフト・パワーとハード・パワーの両側面があると考えら
れる。ハード・パワーとは、軍事力や経済力といった国際政治における伝統的力（パワー）
である。ソフト・パワーとは、国家が軍事力や経済力などの対外的な強制力によらず、そ
の国の有する文化や政治的価値観、政策の魅力などに対する支持や理解、共感を得ること
により、国際社会からの信頼や発信力を獲得し得る力のことである（ナイ、2004）。 
 
ハード・パワー外交においては、「高速鉄道外交」にある経済外交や軍事戦略が挙げられ
る。経済外交は中国がよく実施してきた外交のあり方である。「一帯一路」や AIIB もそも
そも経済外交の効果が主なねらいだと中国政府主張している。ゆえに「一帯一路」はかつ
てないほどの中国の大規模な経済外交の戦略だと言えるであろう。今まで、中国は高速鉄
道について日本や西欧の国々に学ぶしかなかったが、鉄道分野の技術の進歩により、中国
国内に留まらず、鉄道を海外に輸出することが可能になった。よって「高速鉄道外交」と
して中国は経済外交の内容を追加することができた。 
 
中国政府は、「一帯一路」が経済的構想だと強調するが、実際は戦略や軍事的な意味を持
つことは否定できない。近年、中国の外務省の外交政策の決定における重要性が下がった
一方、軍の影響力が強まっている。中国国内、特に軍の中では、むしろ「一帯一路」の軍
事的目的をもっと重視すべきだと主張する声もある。例えば、中国国防大学の喬良教授は、
「一帯一路」が中国の軍の改革、つまり海外における利益をより守れる軍を建設すること
を牽引するべきだと主張した（喬、2015）。前述の肖裕声少将も指摘したように、「高速鉄
道外交」は中国の軍事輸送力を向上させることにより、「一帯一路」沿線、特に中央アジア
や東南アジアにおける中国の軍事的プレゼンスを上げてゆくであろう。 
 
ソフト・パワー外交においては、「高速鉄道外交」は技術力やブランド力により「Made in 
China」のイメージを変えようとする試みがある。技術力は、ジョセフ S. ナイが提唱した
ソフト・パワーの源泉の一つとして挙げられている。特に技術力から形成されたブランド
力が自身の好感度をあげるだけでなく、場合によって経済効果をもたらす強いソフト・パ
ワーにもなりうる。したがって、中国政府は、「高速鉄道外交」をこれまでの「パンダ外交」
や「卓球外交」と並べ、新たなソフト・パワーによる外交のあり方として誇っている。ア
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フリカや東南アジア等の発展途上国への「高速鉄道外交」は経済や戦略利益以外、相手国
における中国のイメージアップも一つの狙いである。 
 
２ 「高速鉄道外交」の事例分析 
2.1 事例 1:  東南アジア 
現在、中国は東南アジアにおいて、いわゆる「汎アジア高速鉄道」の建設を手かけてい
る。中国の高速鉄道産業の海外進出の一つの背景は、東南アジア諸国が競って高速鉄道建
設の計画を立てているという外部条件が揃っていることが挙げられる（白、2014）。つまり、
中国大陸の西南エリアから東南アジア全体へつながる高速鉄道をつくろうとしている。「汎
アジア鉄道」構想は、もともと 1995年に第 5回アセアン・サミットにて当時のマレーシア
首相、現首相でもあるマハティールが提唱した国際鉄道である。中国の昆明からスタート
し、ラオス、タイ、マレーシアを経て、シンガポールにつながる鉄道プロジェクトであっ
た。この長い間、進展のなかった「汎アジア鉄道」は中国の一帯一路戦略や高速鉄道外交
により、今再び注目されている。 
 
2015年 11月 13日に中国とラオスは高速鉄道協力協定を結び、374億元を投資し、中国と
ラオスはそれぞれ 70%と 30%の出資で高速鉄道の建設に協力する。建設中の中国―ラオス
高速鉄道は、中国の国境ボーテンとラオスの首都ビエンチャンを結ぶ鉄道であり、2021 年
の運行開始を予定している。ラオスはタイを抜け、マレーシア、シンガポールへとつなぐ
「東南アジア縦貫鉄道」の一部と位置づける。いずれも中国の製品を輸出するルートであ
り、中東から原油を運ぶルートのバックアップ機能を持たせている（吉岡、2019）。 
 
2010年 7月にタイの当時の副首相ステープが中国の高速鉄道列車に試乗した後、2012年
4 月に当時のインラック首相が中国に訪れた際も北京―天津の間の高速列車に試乗し快適
性を称賛した。当時の中国の温家宝首相自らが関連企業とともに働きかけを行い、中国鉄
道省とタイ交通省の鉄道建設の協力に関するメモランダムの調印式に出席し、両国間の経
済協力関係を強めることを確認した（白、2014）。2017 年 9 月 4 日に、中国とタイの間は、
高速鉄道建設協定を結び、タイの高速鉄道建設に中国が参与することに合意した。タイの
首都バンコクなどと東部 3県を結ぶ高速鉄道も計画された。これは建設費が 8000億円近く
にのぼる大規模なインフラ事業である。交渉の結果、タイ最大の財閥のチャロン・ポカパ
ン（CP）グループを中心とする企業連合が正式に建設を受注した。CP の企業連合には中国
国有企業の中国鉄建も入っている（「日本経済新聞」、2019a）。 
 
実際、ラオスとタイの間では、それぞれの国内高速鉄道ができた後、万象と廊开との間
でも高速鉄道により繋がり、中国―ラオス―タイの国際高速鉄道線を目指している。2019
年 4 月北京で開かれた「一帯一路」の国際会議において、タイ、ラオスと中国の三カ国の
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間の覚書が結ばれ、協力に合意した。東南アジアでの中国高速鉄道のプレゼンスはこれか
らも上がって行く勢いである。 
 
問題は、マレーシアの高速鉄道建設の計画変更である。ナジブ政権下では、マレーシア
の首都クアラルンプールからシンガポールの間の 350 キロを一時間半で結ぶ高速鉄道が
2026 年に開業する計画を立てていたが、マハティール政権に代わり、高速鉄道建設の計画
が中止されてしまった。前述のとおり政治リスクにより変更が余儀なくされる事例の一つ
である。 
 
東南アジアでの高速鉄道建設は、経済よりも地政学的な意味が多い。実際のところ、ジ
ョンズ・ホプキンス大学のケント・カルダー教授によると、東南アジアの国々の国内での
高速鉄道は最終的に中国大陸と東南アジアの大陸国家と繋がるであろう（Obe and Kishimoto, 
2019）。 
 
2.2 事例 2:  アフリカ 
中国は 1970年代にアフリカのタンザンニアの鉄道建設を支援した経験がある。 
2014 年 5 月に、李克強首相は、100 億ドルのローンや 1 千万ドルの無償資金を提供し、
アフリカで高速鉄道研究センターを設立することを宣言した。また、世界経済フォーラム
で中国はアフリカの高速鉄道網、高速道路網、及び航空網の三つの網を建設することに協
力すると発表した。 
 
近年開通したアフリカの高速鉄道は、ナイジェリアの首都アブジャとカドゥナを結ぶ路
線が 2016年に開通し、次に、ケニアの首都ナイロビと貿易港のモンバサを結ぶ高速鉄道が
2017 年に完成した。最近では、2019 年 7 月 30 日に、中国が支援したアフリカ大陸を横断
する鉄道が開通した。東側のインド洋に面するタンザニアを出発した旅客列車が同日、西
側の大西洋沿いのアンゴラに到着した（「日本経済新聞」、2019b）。 
 
2017年 5月 31日と 12月１日に、中国が 3000億円以上を融資し、ケニアのモンバサとナ
イロビの間で中国が建設した乗客用と貨物用の高速鉄道の運行がそれぞれ始まった。事業
費は 4000 億円、そのうち 9 割は中国輸出入銀行が融資し、中国交通建設集団（CCCC）が
建設を請け負った。同鉄道は 2014年に両国が契約を結び、中国の資金、技術、設備、規格
を全面的に導入して建設された。将来は隣接するウガンダ、南スーダン、ルワンダ、ブル
ンジ、タンザニアにも延伸する「東アフリカ鉄道」構想の一部であり、中国は習近平政権
が掲げる現代版シルクロード構想「一帯一路」のモデル事業の一つと位置づけている（NNA、
2017）。 
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「日経ビジネス」の記者の報告によると、このモンバサ―ナイロビ高速鉄道には、中国
からの影響がかなり深い。例えば、荷物検査の係員が中国語で挨拶してきたり、駅舎にあ
るゴミ箱には中国語と英語が併記されたりしている（庄司、2019）。しかも、中国の明の時
代の武将である鄭和の銅像が設置されている。この鄭和は、明の時代の船隊を率いて、ア
フリカまで到達したと言われている。「一帯一路」の「一路」である「海上シルクロード」
は現代版の鄭和とも言えるであろう。 
 
 
アフリカで中国が協力した高速鉄道が次々と開通されることは、いかにして中国のアフ
リカにおける経済的や政治的プレゼンスが増えているかを如実に表している。また、中国
はアフリカ政策を重視していることも明白である。2013 年以降の 6 年間で習近平国家主席
は 4 度もアフリカを訪問してきた。特に就任時と 2 期目当選後の最初の訪問先はいずれも
アフリカであった。 
 
東南アジアとアフリカにおける中国の高速鉄道外交は、一帯一路の戦略とともに中国の
グローバルな影響力を拡大していく。途上国でのインフラ整備や開発支援においては、中
国はポジティブな国際貢献を果たしているといえるであろう。一方、増大する中国の影響
力は、他国にとって、警戒心や脅威感ももたらす可能性がある。 
 
2.3 事例に基づいた分析 
中国のこれまでの「高速鉄道外交」には成功例と失敗例の両方がある。おおざっぱに見
ると、アフリカ大陸においては、概ね成功していると言えるであろう。一方、南米のチリ
とメキシコ等の国では、現段階ではほぼ完全に失敗となっている。東南アジアの場合は、
国によってまったく違う局面となっていて、ラオスとタイでの高速鉄道プロジェクトは順
調に進んでいるが、マレーシアは中止された。成功か失敗かを決める要因には、相手国と
の政治関係が大きい。中国の「高速鉄道外交」の勢いが増えるにつれ、相手国の対中ナシ
ョナリズムが高揚し、対中懐疑や対中警戒につながることもある。例えば、マレーシアの
場合、ナジブ親中政権時に、高速鉄道プロジェクトへの中国の参入に対して、積極的に誘
致が実現したが、マハティール政権に代わるやいなや、対中政策が変わり、高速鉄道プロ
ジェクトが中止された。また、インドの場合、地政学的には、アメリカ、日本とオースト
ラリアと手を組んで、「一帯一路」に対抗する姿勢を見せながら、中国の「高速鉄道外交」
を無視し、日本の新幹線を採用することになった。しかし、高速鉄道プロジェクトの受注
だけでは、「高速鉄道外交」の成敗を測ることができない。例えば、中国は日本との競争に
勝ち 2015年にインドネシアの高速鉄道建設を落札したが、その後、資金負担の枠組、現地
の土地収用や労働者の雇用などをめぐって問題が相次ぎ浮上し、工事が予想よりかなり遅
れている。実際、高速鉄道プロジェクトにより、中国の経済や戦略的国益をもたらすかど
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うか、あるいはインドネシアの中国に対するイメージがより良い方向に変わるかどうかは
まだ不明確な段階である。 
 
また、すべての国の高速鉄道プロジェクトは、最初から公正かつ透明な国際入札制度を
導入したわけではなかった。政治や経済外交の力がかなり入札に働きをかけている。しか
し、高速鉄道市場が激しい国際競争になりつつ、だんだん国際入札制度を見直す政府が増
えている。例えば 2018年 1月に、中国はチリの高速鉄道プロジェクトに参入すると報道さ
れたが、その後、チリ政府は透明性を確保するため、原案を取り消し、国際入札を行うこ
とと宣言した。メキシコの高速鉄道プロジェクトも 2014年に中国とメキシコの鉄道建設会
社の連合団体が落札したが、その後、公平性や透明性などの理由でメキシコ政府から一旦
取り消され、より厳正なる国際入札制度を行うと宣言された。しかも、チリもメキシコも
その後、高速鉄道プロジェクトが事実上、中止されたまま状態である。これらの国々は、
一度中国が入札した高速鉄道プロジェクトを取り消した原因は、中国の高速鉄道の技術を
疑うことよりも、中国の増大する国際的プレゼンスへの警戒心だと考えられる。こういっ
た動きは中国の「高速鉄道外交」にとっては、一つの挑戦とも言えるであろう。つまり、
ハード・パワーだけでは、相手国に効かなくなってくる状況の中で、ソフト・パワーを駆
使し相手国の警戒心を和らげることが、今後いかに「高速鉄道外交」を効果的に使うかの
明暗を分けるであろう。 
 
３ 日本との比較 
中国と同じく、日本も新幹線技術の海外輸出を積極的に展開してきた。その中、中国と
の競争も注目されている。2015 年にジャカルタと高原都市バンドンを結ぶ高速鉄道事業の
受注競争で、中国と日本は激しい競争を展開し、結果として中国側が、非常に安い価格や
インドネシア政府の担保を条件にしない等を条件により勝ち取った。しかし、インドネシ
アの事例、競争でありながら協力的な関係もある（Prasad, 2019） 。日本は決してインドネ
シアの高速鉄道の市場を失うことがない。例えば、2019年 9月 24日に日本とインドネシア
の間で、首都ウジャカルタと第 2 都市スラバヤを結ぶ既存鉄道の高速化計画に関して、政
府間文書を署名した。 
 
近年の日本の新幹線外交も注目されている。2015年7月7日から10日にかけての三日間、
JR 東日本と国際鉄道連合の共催で、第 9 回世界高速鉄道会議を初めて東京都で開いた。オ
ープニングセレモニーで安倍晋三首相は、日本の新幹線の成功が世界各国の鉄道に大きな
刺激を与えたと指摘し、「質の高い高速鉄道ネットワークの実現に向け、より高いレベルで
競争していくことが重要」として「日本の新幹線の技術を広く海外に展開することで世界
に貢献したい」と述べた（Response, 2015）。2017年 9月 14日に、インド訪問中の安倍晋三
首相は、日本の新幹線様式を採用するインド西部の高速鉄道計画の起点となるアーメダバ
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ードでの起工式に、インドのモディ首相とともに出席した（毎日新聞、2017）。 
 
また、海外鉄道プロジェクトに対するファイナンスの提供も行っている。2017 年 9 月の
日印首脳会談に際して、高速鉄道や研修施設を対象とした 1000億円の円借款の供与を発表
した。日本、鉄道の海外展開に係る人材の確保や育成も行っている。例えば、2003 年 7 月
から2004年12月にかけて、JR東海及び JR西日本が台湾高速鉄道のスタッフ170名に対し、
日本の新幹線システムの実績と経験に基づく教育を実施した。また、2016年 12月から、イ
ンドで高速鉄道公社による研修所の整備、研修プログラムの策定や実施等を支援している
（経済産業省、2017）。民間では、JR 東日本、JR 東海、JR 西日本、JR 九州の 4 社が 2014
年 4月に一般社団法人国際高速鉄道協会(International High-Speed Rail Association)を設立し、
海外へ新幹線の魅力をアピールしている。 
 
日本の新幹線技術は、長い歴史やゆるぎない高い品質を持つ。日本の鉄道の優位性は、
高い安全性、定時性などが挙げられる。中国は、まだ十数年の高速鉄道建設や運営の経験
しか持っていないが、技術面でもすでに世界の最も長い歴史を持つ高速鉄道、日本の新幹
線に追随していると日本の官僚や専門家も認めている(Obe and Kishimoto, 2019)。とはいえ、
まだまだ中国は日本に学ぶところがたくさんあると考えられる。また、高速鉄道外交によ
って、発展途上国での経済や地政学の国益を得ると同時に、先進国との関係を悪化させて
しまうリスクについて、どのように避けていくか、中国はよく考えなければならない。途
上国での高速鉄道建設について、ドイツ、フランス、日本等の先進国との協力もその外交
戦略の視野に入れるべきではないかと考えられる。その意味で日中の第三国での協力は、
高速鉄道の分野では十分ポテンシャルがある。 
 
４ 結論 
2009 年頃から、中国は積極的に高速鉄道の海外展開を行ってきた。経済面から見れば、
中国の海外高速鉄道計画には少なくとも二つの目的がある。一つは、中国国内、とくに西
部の開発を促進するため、もう一つは外国の天然資源を確保するためである。地政学から
見れば、高速鉄道の海外展開は、とくにユーラシア大陸での高速鉄道建設は、「一帯一路」
国家戦略とも密接に関連している。高速鉄道の海外進出は、中国の国内経済の発展を刺激
し、他国との貿易を促進するだけでなく、該当国や地域における中国の政治的プレゼンス
も上げて行く狙いがある。こうした取り組みの中で、中国の「高速鉄道外交」が形成され
た。 
 
「高速鉄道外交」とは、高速鉄道の海外建設あるいは高速鉄道の技術の輸出により、国
の経済、政治、軍事的利益を得る外交だと言える。李克強総理が頻繁に世界の国々へ中国
の高速鉄道技術を売り込むこと自体は高速鉄道の海外進出が国家の外交戦略として推進さ
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れている証拠でもある。すなわち、高速鉄道は、卓球やパンダと同じように中国外交のシ
ンボルの一つとなってきた。東南アジアやアフリカにおける中国の「高速鉄道外交」は、
一帯一路の戦略とともに中国のグローバルな影響力を拡大していく。途上国でのインフラ
整備や開発支援においては、中国はポジティブな国際貢献を果たしていると言えるであろ
う。一方、増大する中国の影響力は、他国にとって、警戒心や脅威感ももたらす可能性が
ある。 
 
「高速鉄道外交」は中国に国益をもたらす一方、政治リスクや地政学のリスクも伴う。
これまでの中国の「高速鉄道外交」は成功例もあれば、失敗例もある。「高速鉄道外交」に
はハード・パワーとソフト・パワーの両側面があるが、現時点では、ハード・パワーの運
用、とりわけ中国の経済力の機能が目立っている。今後中国がいかにしてソフト・パワー
を活かし、日本等の先進国と協力しながら「高速鉄道外交」を推進していくことに注目す
べきである。ハード・パワーとソフト・パワーのバランスがとれた外交政策はまさに台頭
した中国の外交が直面している重要な課題でもある。 
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Abstract 
China’s High-Speed Rail Diplomacy 
Zhihai Xie 
Recent years, China’s high-speed rail has developed rapidly. Meanwhile, China is also 
active in exporting its high-speed rail technology to other countries. In particular, under 
the framework of the “One-Belt-One-Road” strategy, China has joined the construction 
of high-speed rail in Southeast Asian and African countries, practicing the so-called 
“high-speed rail diplomacy”. The competition between China and Japan in the area of 
high-speed rail also catches great concerns. This paper tries to examine the motives, 
effects and problems of China’s high-speed rail diplomacy through case studies 
analyzing China’s high-speed rail construction in several countries. Comparing to 
Japan’s Shinkansen technology exporting, the paper also tries to explain China’s 
high-speed rail diplomacy comprehensively from the perspectives of economy, trade, 
geopolitics and diplomacy.  
 
 
 
 
